
1.財産評価基本通達 6 項の適用事案 
 中小企業の M&A の目前に中小企業オーナーが亡く

なり、相続人が相続直後に亡きオーナーが取りまとめ

ていた M&A を実行に移し同社株式を売却した事案で、

相続人が相続税申告で財産評価基本通達（以下、財基

通という。）通りに中小企業の株式を評価した評価額と、

M&A で合意された売却金額との間に「著しいかい離」

があるとして税務当局から更正された事案に注目が集

まっています。この事案は相続人が審査請求し国税不

服審判所で争われました（令和 2 年 7 月 8 日）。今回

はこの事案について見ていきます。 
2.財産評価基本通達 6 項とは 
相続税の財産評価とは、財産の経済的価値を見積もる

ことです。原則は、相続により取得した財産の時価です。

実務では、特に税法で評価の定めがあるもの以外は、国

税庁の定めた財基通に基づいて経済的価値を見積もる

ことになっています。これは納税者の申告の際の負担を

少なくするため、公平性を担保するためといわれていま

す。たとえば、市街地の宅地の相続税評価の物差しとな

る「路線価」も財基達に定められた評価に直結する指標

となっていることで、よく知られています。 
 ところが、この財基通 6 項には、「この通達の定めに

よって評価することが著しく不適当と認められる財産

の価額は、国税庁長官の指示を受けて評価する」との

規定があります。この規定の適用については、平成 28
事務年度の東京国税局の研修資料で次のような着眼点

が示されています。 
①財基通に定められた評価方法を形式的に適用する

ことの合理性が欠如していること 
②財基通に定められた評価方法のほかに、他の合理

的な評価方法が存在すること 
③財基通に定められた評価方法による評価額と他の

合理的な評価方法による評価額との間に著しい乘

雜が存在すること 
④上記③の著しいかい離が生じたことにつき納税者

側の行為が介在していること 
3.事案の概要 
 事案の経過は次のとおりです。 
ア、中小企業オーナーであった被相続人は、平成 26 年

5 月に、経営する会社の株式の譲渡に向けて買収会社

と協議、基本合意書を締結しました。会社の株式は 1
株約 10 万円で譲渡することに合意していました。 

イ、同年中に被相続人が死亡しました。相続人 3 人のう

ち一人が売却する株式の発行会社の代表取締役にな

る一方、買収交渉を継続し、同年 7 月に「相続人の一

人に全ての株式を集めたうえでその相続人は、全ての

株式を買収会社に基本合意書の価格（約 10 万円）で

譲渡しました。相続人らは相続税の申告では財基通に

基づき「取引相場のない株式で大会社のもの」として

評価し 1 株約 8 千円として申告していました。 
ウ、所轄税務署は、平成 30 年 8 月に国税庁長官の指

示に基づき評価を行う専門家による DCF 法の評価

（約 8 万円）で更正処分等をしました。この評価の

際、買収価格も参考にしたとしています。 
4.国税不服審判所の審理 
相続人側は、処分を不服として再調査請求を経て国

税不服審判所（以下、審判所という）に平成 31 年 1 月

に審査請求をしました。 
 主な争点は評通 6 項の適用は違法か否かです（争点

はもう一つありますが割愛します）。 
 審判所は相続税法22条を受けて財基通で評価すること

に一般的な合理性を認めるとともに「著しく公平を欠くよ

うな特別な事情があるときは、個々の財産の態様に応じた

適正な「時価」の評価方法によるべきであり、評価通達 6
はこのような趣旨に基づくもの」としました。これを受け

た具体的な検討では次のような指摘をしています。 
①１株当たりの価額で比較すると、申告時の評価額は

専門家の DCF 法の評価の約 10%にとどまり、譲渡価

格等の約 8%にとどまること。 
②譲渡契約等について、市場価格と比較して特別に高

額又は低額な価額で合意が行われた旨をうかがわせる

事情等は見当たらない。 
③譲渡される会社は、清算を予定しておらず、株主価

値の算定方法として DC F 法を採用したことは相当。 
審判所は、こうしたことから財基通に基づく評価額

は DCF 法による評価額や株式譲渡価格等と著しくか

い離しており、「租税負担の実質的な公平を著しく害す

ることが明らかというべきであり、財基通の定める評

価方法以外の評価方法によって評価すべき特別な事情

がある」と結論づけています。    （遠藤 純一） 
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M&A の株の売却価額と評価額とのかい離で財産評価基本通達 6 項が適用された事例 

5 月よりタクトニュースの FAX での配信を終了します。引き続き購読をご希望の方は、弊社 HP よりメール配信のお申込
みをお願いいたします。   https://www.tactnet.com/news/entry.html 
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